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（はじめに） 

 

本日ここに、令和７年八幡市議会第１回定例会の冒頭にあたり、施政方針を申し

上げる機会をいただきましたことに厚くお礼を申し上げます。 

 

令和５年11月に市政運営をスタートさせていただき、早１年と３カ月が経過いた

しました。 

市長就任後初となる当初予算を編成した令和６年度は、学校給食費の段階的無償

化に向けた保護者負担の軽減をはじめ、子育て支援医療給付の18歳年度末までの拡

充、がん患者の方の医療用ウィッグや補装具等の購入費用の一部助成の導入、パー

トナーシップ宣誓制度の導入、石清水八幡宮駅周辺グランドデザインの検討、地域

公共交通網の再編検討など様々な事業を展開してまいりました。 

また、昨年８月からは「ともに考え、ともに実現するまちづくり」に向けた具体

的なアクションとして、「まちかどタウンミーティング」を市内各地で開催し、市

民の皆様の声を直接伺ってまいりました。市民の皆様と意見交換する中で、多くの

方がさらなる暮らしの充実を望んでおられることを改めて実感したところでござい

ます。 

さらに、コロナ禍以降継続するエネルギー、原材料価格の上昇、円安などを主な

要因とする物価高騰が市民の皆様の家計に大きな影響を及ぼしております。そのよ

うな中、市民の皆様の生活実感が少しでも良くなるよう、先の定例会におきまして

「低所得世帯物価高騰対策支援給付金給付事業」に係る予算をご可決賜るなど、市

民の皆様の生活の下支えとなる取組を進めているところでございます。 

 

他方で、本市の現状は、長期にわたり続く人口減少や全国平均以上の水準で進む

高齢化など厳しい状況が続いております。また、歴史文化遺産をはじめ様々な魅力

を有しているにもかかわらず、それを市内経済の活性化に繋ぎきれていない課題も

ございます。 

本市がこれからも住みよいまちであり続けるには、こうした現状を打破し、まち

づくりを前進させるための不断の努力が不可欠であります。そのためにも、「魅力

と活力あふれるまち」の実現に向け、子育て、健康、まちづくりの３つの政策を柱

としながら、「住まう先」「訪れる先」また「働く先」として選ばれるまちであり

続けるために魅力を磨き続けていくべく、国の令和６年度補正予算を令和７年度当

初予算と一体化させた「13カ月予算」を編成いたしました。 

引き続き公約の実現に向け、市民の皆様のご意見や本市の現状を踏まえ、様々な

政策課題に優先順位をつけて取り組み、今、八幡だからこそできる成長を掴むまち

づくりを実現し、市民生活の充実へと繋げてまいります。 

 

それでは、令和７年度の市政運営の基本的な方針等につきまして、第５次総合計

画の６つの基本目標に沿って、ご説明を申し上げます。 
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一つには、ともに支え合う「共生のまち やわた」です。 

 

「ともに考え、ともに実現するまちづくり」に向けては、地域コミュニティがそ

の礎であると考えております。地域での様々な交流を促進するとともに、市民の皆

様のご意見を伺い、協働しながらまちづくりを進める「チームやわた」の基本姿勢

のもと、自治組織団体などと連携し、市民誰もが互いに人権を尊重し、支え合い、

自分らしく活躍できる社会の実現を目指してまいります。 

 

人権政策の推進につきましては、人権教育・啓発を総合的かつ計画的に推進する

ための基本的指針である「第２次人権のまちづくり推進計画」の計画期間が令和８

年度末で終了することから、その内容を継承・発展させた新たな計画策定に着手す

ることとしております。 

また、本市の人口の約４パーセントを占め、今後も増加が予想される外国人住民

との共生につきましては、関係機関との連携による日本語指導ボランティアの養成

や相互理解を深めるための交流機会の創出などを通じ、誰もが住みよい地域となる

よう引き続き取り組むこととしております。 

 

障がいのあるなしにかかわらず安心して暮らせる社会の推進につきましては、正

確な意思疎通をサポートする音声筆談及び手話通訳機能を有するタブレット端末を

障がい福祉課窓口に導入し、聴覚障がいのある方や難聴の方でも安心して相談でき

る環境を整備することとしております。 

また、障がいのある方に日中活動の場を提供し、家族の一時的な休息を確保する

障がい者日中一時支援事業の事業単価を引き上げ、支援の確保に取り組むこととし

ております。 

さらに、住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう、成年後見制度利用

促進基本計画に基づき、判断能力が不十分で成年後見制度などが必要な方に対し、

広報、啓発及び相談支援を行う中核機関が中心となり、関係機関のネットワーク構

築を図るとともに、成年後見制度の利用促進や権利擁護支援を推進することとして

おります。 

 

コロナ禍において顕在化した、生活が不安定な状況となっている方の生活再建及

び居住の安定に向けては、住居確保給付金を拡充するとともに、生活保護制度や生

活困窮者自立支援制度に基づき、関係機関と連携を図りながら、対象者個々の立場

に寄り添い、支援してまいります。 

 

 

二つには、子どもが輝く「未来のまち やわた」です。 

 

本市では、子育て環境の充実に向け、これまで様々な施策を展開してまいりまし
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た。その結果、保護者を対象に実施したアンケート調査では、子育てを楽しいと感

じる方の割合が５年前から比較して大きく増加するとともに、各家庭をサポートす

る立場の教育・保育施設や母子保健の窓口等に対し高い評価をいただくなど、一定

の成果をあげることができました。 

一方で、経済的な面では、子育てにかかる費用や将来の教育費に対する不安を抱

える方が増加しており、子育て世代への経済的支援のさらなる充実が求められてお

ります。また、核家族化や地縁関係の希薄化に伴い、身近に頼れる親族や知人がい

ない方も増えており、育児の孤立化を防ぐためにも、こうした世帯に対する支援の

必要性が高まっております。 

こうした課題に対し、部局間を超えた分野横断的な対応で支援の充実を図るため、

令和６年度中に策定します「第３期子ども・子育て支援事業計画」に基づき、子育

てに対する経済的、時間的、精神的負担感の軽減を図ることによって、誰もが安心

して子育てできる環境を整え、子どもや子育て世代を地域社会全体で支えるまちづ

くりを進めてまいります。 

 

子育て世代のあらゆる負担軽減につきましては、物価高騰の中でも給食の質を担

保するため、１食あたりの単価を上げながらも、学校給食費の段階的な完全無償化

を目指し、令和７年度は３割程度の補助を行うこととしております。また、保育園

等を利用する子どもが使用する紙おむつを施設へ直接納入し、その費用を市が全額

負担することにより、保護者がおむつを準備する手間の解消と経済的負担の軽減を

図り、既に導入している使用済み紙おむつの廃棄委託と合わせた「おむつの手ぶら

登園」の実現を目指すこととしております。 

さらに、家事や育児等に対し不安や負担を抱えた妊産婦を対象とする産前・産後

ヘルパー派遣事業の利用時間拡充及び産後ケア事業の利用料助成・利用日数拡充を

図ることとしております。 

 

子育て支援施設につきましては、子ども・子育て支援センター「すくすくの杜」

が令和７年度で開設 10 周年を迎えます。これまで利用者の皆様とともに築き上げて

まいりました、温かく親しみやすい日常の中で親子が気軽に参加できるイベント等

を引き続き開催するとともに、今後もより多くの方にご利用いただけるよう、セン

ターの特色や魅力を市内外に向けて広く発信してまいります。また、ファミリー・

サポート・センターにおきましては、課題となっておりますサポート会員の確保に

向け、利用会員との間で交わされる報酬金に加え、市がサポート会員に対し、援助

活動の時間に応じた助成金を交付することとしております。さらに、男山団地 A 地

区集会所で開設されておられます「おひさまテラス」につきましては、開所日数が

拡充されることに伴い、国や京都府の財源を活用し、財政支援のさらなる充実を図

ることとしております。 
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乳幼児健康診査につきましては、言語の理解能力や社会性が高まる５歳児を対象

とする健康診査を新たに実施し、子どもの個々の発達の特性を早期に把握するとと

もに、育児の困難さや子育て相談のニーズを踏まえながら、子どもとその家族を必

要な支援に繋げていくこととしております。 

 

子育てに関する相談・支援体制の充実に向けては、すべての妊産婦、子育て世帯

及び子どもへの一体的な相談支援を担う「こども家庭センター」を新たに設置し、

子育てに対する不安を和らげるとともに、前向きに子どもを産み育てることができ

るよう取組を進めてまいります。 

 

ひとり親家庭の生活安定と子どもの福祉増進に向けては、新たに離婚前後の家庭

に対し、離婚後の養育費の取り決めや保証等に係る費用の一部を補助し、養育費の

確保等に対する支援を行うこととしております。 

 

就学前施設につきましては、南ケ丘保育園と南ケ丘第二保育園の統合移転に向け、

新園舎の設計に着手するとともに、民間との協働による教育・保育の一層の充実を

図るため、国の財源を活用し、民間園の保育士等に係る研修費を支援することとし

ております。 

 

学校教育の充実につきましては、令和５年度より試行的に実施してまいりました

小学校水泳指導の民間委託を市内８小学校へ全校展開することで、児童の泳力向上

及び教職員の負担軽減を図ることとしております。また、休日の部活動の地域移行

につきましては、地域の人材等を活用することで指導内容の充実を図り、段階的な

地域移行を推進していくこととしております。 

 

学校教育環境の整備につきましては、「学校施設長寿命化計画」の策定から５年

が経過することを踏まえ、改訂作業に着手することとしております。また、同計画

に基づき、男山東中学校エレベーター設備等整備工事、中央小学校トイレ大規模改

造工事等を行うとともに、橋本小学校のトイレ及び給食室改修のための設計業務等

や、八幡小学校のトイレ環境改善のための整備に向けた設計業務を実施するなど、

教育環境の向上と老朽化対策に取り組むこととしております。 

 

配慮が必要な子どもへの支援体制につきましては、令和６年度に整備した中学校

の校内支援センター（スペシャルサポートルーム）に加え、不登校に特化した指導

体制を小学校にも拡充することにより、不登校児童生徒への支援の充実を図ること

としております。 

 

放課後における児童の健全育成につきましては、自学自習の場と放課後の居場所
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の提供を目的に、放課後学習クラブと地域による寺子屋事業を統合し、全学年を対

象とした取組を実施することとしております。 

 

 

 三つには、誰もが「健康」で「幸せ」な「健幸のまち やわた」です。 

 

健幸づくりにつきましては、これまでから取り組んでおります「人」と「まち」

の健幸づくりを継続する中で、実に７年目を迎えます「やわた未来いきいき健幸プ

ロジェクト」は、参加者同士の結びつきやつながりを意識し、より「幸せ」になっ

ていただけるような新たな試みも取り入れながら、今後も引き続き多くの市民の皆

様にご参加いただける事業としてさらなる定着を図ることとしております。 

また、高齢者の社会参画を促進するため、若者と高齢者の接点が減少する中にお

いても世代間の相互理解が進むよう、「多世代が交流できる通いの場」を創設する

こととしております。 

さらに、要介護等認定者数が今後も増加すると見込まれることから、地域住民が

主体となり、高齢者が身近な地域で介護予防や閉じこもり予防に取り組むことがで

きる通所型サービス B の充実を図るなど、超高齢社会を迎える中、健康寿命延伸に

向けた取組をさらに強化できるよう、関係各所と調整してまいります。 

 

公園施設につきましては、公園の魅力向上や持続可能な公園運営に向け、民間事

業者の資本やノウハウを活用した官民連携事業を検討するため、マーケットサウン

ディング調査を行うこととしております。また、利用者の安全性を確保するため、

計画に基づき施設の補修や更新を計画的に進めることとしており、八幡市民体育館

におきましては、屋根の改修工事に着手するとともに、トイレ改修の実施設計を行

うこととしております。 

 

保健・医療につきましては、帯状疱疹及びその合併症を予防し、高齢者の QOL 改

善に資するワクチン接種を、予防接種法に基づき新たに定期接種として実施するこ

ととしております。また、小児がん等により髪を失った子どもたちのために、寄付

された髪の毛でウィッグを作成するヘアドネーション活動への協力の輪を広げ、寄

付を希望する方が増加するよう、全国初の助成制度を設けることとしております。 

 

ひとり暮らしの高齢者等に向けた支援につきましては、現在、相談や緊急ボタン

による通報をオペレーションセンターが 24 時間・365 日受け付け、対応する電話回

線専用の緊急通報装置を貸与しているところですが、固定電話に加入する方が減少

している状況に鑑み、新たに電話回線が不要である屋内携帯型の緊急通報装置を導

入することとしております。 

 

介護保険につきましては、令和９年度からの３年間を計画期間とする「高齢者健
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康福祉計画及び第 10 期介護保険事業計画」の策定に向け、サービス提供体制を検討

するための各種実態調査を行うこととしております。 

 

 

 四つには、自然と歴史と文化が織りなす「観幸のまち やわた」です。 
 

令和７年度は、４月から 10 月の間、大阪・関西万博の開催が予定されており、万

博来場者を本市に誘客できるよう、観光協会と連携した文化財の公開に取り組むと

ともに、万博開催期間中のプロモーション活動を強化することとしております。ま

た、万博後も見据えた継続的な賑わい創出に向け、石清水八幡宮を中心とした、民

間事業者が実施されるイベントと連携したライトアップイベントを実施するほか、

観光基本計画を本市とともに推進いただける市民団体等に対し、イベント助成制度

を創設することとしております。 

また、大阪・関西万博を契機とした淀川舟運復活の機運が国を中心に高まってお

り、本市としましても、令和６年 10 月に設立いたしました「かわまちづくり協議

会」を中心に、三川合流域を核とする川辺の活用に向けた社会実証に取り組むこと

としております。 

 

背割堤の桜につきましては、本市としましても重要な観光資源の一つと捉えてお

り、その保護・育成を積極的に呼び掛けるなど、国とともに保全活動に取り組んで

いくこととしております。 

 

愛媛県八幡浜市とは、二宮忠八翁のエピソードによる繋がりとともに、漢字で

「八（はち）」に「幡（はた）」と書いて「やわた」と同じ読み方をする非常に深

い縁がございますことから、これまで 10 年間中学生交流事業を行ってまいりました。

今後は中学生交流にとどまらず、観光・文化など様々な分野での広い交流に向けた

機運を醸成していくこととしております。 

 

文化財の保存及び活用につきましては、令和４年 11 月 10 日付けで国史跡に指定

された綴喜古墳群のうち、本市に所在する八幡西車塚古墳の保存活用を目的に古墳

前方部の買上げを行うこととしております。 

 
 

 五つには、しなやかに発展する「活力のまち やわた」です。 
 

石清水八幡宮駅周辺につきましては、まちの玄関口としてふさわしい駅周辺の目

指すべき将来像を示す「石清水八幡宮駅周辺グランドデザイン」の検討を令和６年

度から進めてまいりました。令和７年度につきましては、ワークショップ等を通じ、

市民の皆様の意思を反映しグランドデザインを策定することとしております。 
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橋本駅周辺拠点整備につきましては、引き続き広域交流の場としてふさわしい駅

前広場の整備を進めることとしております。 

 

活力と魅力あふれるまちづくりに向けては、「都市計画マスタープラン」に示す

産業振興ゾーンの都市的土地利用を進めるため、令和６年度に２つの地域で市街化

区域への編入が行われたところです。今後も、本市の道路ネットワークのポテンシ

ャルを活かしたまちづくりをさらに進めてまいります。 

 

「活力のまち やわた」の基盤となる道路ネットワークの充実につきましては、新

名神高速道路の早期全線開通に向け、京都府と連携し引き続き関係機関に働きかけ

を行ってまいります。また、都市計画道路内里高野道線及び都市計画道路八幡田辺

線の整備につきましては、整備主体となる京都府と協調し取り組むこととしており

ます。さらに、都市計画道路八幡田辺線の整備に合わせ、歩行者の安全確保と交通

の円滑化を図るため、市道二階堂川口線のバイパス整備を進めることとしておりま

す。加えて、国道１号歩道整備につきましては、早期完成に向け、引き続き国土交

通省と連携しながら用地取得を進めることとしております。 

 

交通施策につきましては、市内全体の公共交通を取り巻く現状を踏まえたコミュ

ニティバスやわたのルート及びダイヤの再編や、デマンド交通等の新たな交通手段

導入を含め、引き続き検討を進めていくこととしております。また、京阪バス八幡

志水線廃止に伴う代替交通として、時限的に乗合タクシーを運行することとしてお

ります。 

 

商工業の発展・活性化につきましては、頑張る事業者を支援するため、販売促進

や販路拡大、創業などへの助成のほか、ふるさと納税返礼品としても活用可能な特

産品の掘り起こしに積極的に取り組むとともに、本市特産品「ヤワタカラ」の知名

度向上や認定事業者の PR に取り組むこととしております。また、雇用機会の創出

と税源涵養の視点から、令和６年度中に作成いたします地域未来投資促進法に基づ

く第２期基本計画による企業誘致を進めていくほか、限られた用地の有効活用を図

り、既存企業を含めた産業振興を積極的に推進してまいります。 

 

農業振興につきましては、農業経営を取り巻く環境が厳しさを増す中、令和６年

度末の完成を目指し策定に取り組んでおります「農業振興地域整備計画」や「地域

計画」に基づき、都市整備に伴う土地利用転換との調和を図りながら、担い手認定

農家への優良農地集積、集約や農地の課題把握のための現況調査に取り組むととも

に、スマート農業技術の活用を推進し、農作物の生産性向上、ひいては収益性が高

く持続可能な八幡市農業の確立を目指してまいります。 
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 六つには、持続可能な「安心・安全のまち やわた」です。 
 

環境行政につきましては、脱炭素社会の実現に向け、住宅用再生可能エネルギー

の導入促進や、大学等と連携した環境教育の推進に引き続き取り組むこととしてお

ります。 

 

廃棄物処理につきましては、地球温暖化をはじめ、様々な環境問題が深刻化する

中、生活環境の維持、環境の保全を図るとともに、循環型社会を推進し、ごみの減

量を目指してまいります。そのため、計画期間が令和８年度末で終了する「第３次

一般廃棄物処理基本計画」につきまして、国のごみ処理基本計画策定指針を基に、

新たな計画策定に着手することとしております。 

 

消防力の強化につきましては、地震などの大規模災害や多様化する災害に的確に

対応できるよう、引き続き警防体制の強化及び消防力の向上を図ってまいります。

また、消防団につきましては、団員数の確保に取り組むとともに、多種多様な災害

に活用できるよう、小型ポンプ積載車を更新することとしております。 

 

市役所旧本庁舎の跡地整備につきましては、隣接する新本庁舎の防災拠点機能を

強化するとともに、市民の皆様の新たな交流拠点となる「防災・市民広場」の整備

に向け、設計及び旧本庁舎の解体工事に着手することとしております。 

また、公共施設の適正管理につきましては、計画の方針に基づき、人口減少や社

会情勢の変化に対応した公共施設の適正な保有量や配置等の検討を進め、令和９年

度からのスタートを想定した「公共施設再編計画」の策定に着手することとしてお

ります。 

 

市営住宅につきましては、計画に基づき、建物の安全確保及びバリアフリー化を

進め、長寿命化や除却、居住性向上に引き続き取り組むとともに、除却後の跡地利

用についても検討することとしております。 

 

道路橋につきましては、計画に基づき、定期点検による損傷の早期発見や予防的

かつ計画的な補修により延命化を図り、将来的な維持管理コストの縮減を進めるこ

ととしております。 

 

水道事業につきましては、将来にわたり安全で災害に強く安定して供給できる水

道を維持するため、「水道ビジョン」を踏まえ、新たに第３号取水井を更新し、自

己水源確保を図るほか、水道管路の耐震化にも引き続き取り組むこととしておりま

す。 

また、下水道事業につきましては、浸水被害の軽減を図るため、吉野遊園に雨水

地下貯留施設を整備するほか、令和６年度中に改定します「下水道事業経営戦略」
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を踏まえ、将来にわたり安全なインフラ施設として維持していくため、下水道施設

の耐震化及びストックマネジメントに取り組んでいくこととしております。 

 

ふるさと納税につきましては、掘り起こした特産品の活用を含め、返礼品の拡充

に引き続き取り組むとともに、運用体制を見直すなど、クラウドファンディング型

ふるさと納税や企業版ふるさと納税制度も活用しながら寄附のさらなる獲得に向け

て取り組むこととしております。 

 

行政のデジタル化につきましては、国における方針も踏まえ、引き続き自治体の

情報システムの標準化・共通化を進めることとしております。また、デジタル化に

よる誰もが便利で快適に暮らせる社会の実現に向け、京都府統合型 GIS システムを

活用した都市計画情報のさらなる利便性向上に向けたデータ整備や、電子申請シス

テムの積極的な活用、スマホ教室の開催などに取り組むこととしております。 

 

昨年８月に開始いたしました「まちかどタウンミーティング」は、市民の皆様と

ともに「まち」に関する様々な課題や思いを共有し、同じ方向を向いて市政を推進

していくうえで非常に有効な取組であったと考えております。令和７年度も継続的

に開催し、「ともに考え、ともに実現するまちづくり」を進めてまいります。 

 

 

（むすびに） 

 

以上、令和７年度の市政運営に当たりまして、私の基本的な方針を申し述べさせ

ていただきました。 

国や京都府とも力を合わせながら、市民の皆様とともに一丸となってまちづくり

を進めてまいります。 

議員の皆様の一層のご支援、ご理解、ご協力を心からお願いを申し上げまして、

私の令和７年度の施政方針とさせていただきます。 


